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保安機関の認定更新手続き 

 

 保安機関の認定更新にあたり、「申請時期・申請先・申請書式・申請添付資料・申請手数料・

留意点等」は、以下のとおりです。 

１． 申請時期：保安機関認定更新は、認定を受けた行政庁で、認定の満了する３０日前ま

でに申請して下さい。（規則第３４条） 

なお、液化石油ガス法の販売事業の登録を受けている事業者は、原則ヒアリングの必

要はありません。初めて更新される事業者及び保安機関のみの事業者については、従

来通り認定の満了日の約２ヶ月前に所轄の地方局等でヒアリングを受けて下さい。 

 これに遅れると、認定満了日までに更新ができなくなる恐れがあり、その場合は認定の

効力が失われます。認定の効力が失われた場合は、認定手続きが完了するまで、保安

機関としての保安業務ができないこととなります。（更新されないまま業務を行っている保

安機関に保安業務を委託した販売事業者は、登録の取消し、または、業務停止を命ぜら

れることがあります。十分注意して下さい。） 

２． 申請先：保安機関の認定を受けた行政庁（所轄の地方局総務企画部総務県民課消防防

災安全室など）に申請して下さい。 

３． 申請書式：更新申請は、「保安機関認定更新申請書」（様式第１４）及び保安業務区分ご

との一般消費者等の数（別表）（事業者が複数の場合）により申請して下さ

い。                                    ・・・・・様式第１４、別表 

４． 認定更新申請書の添付書類：（規則第３０条第２項）   

① 保安業務計画書（様式第１３）                        ・・・・・添付書類１ 

・保安業務に係る技術的能力を証する書面（技術能力計算書）   ・・・・・添付書類２ 

② 一般消費者等の範囲を示した図面（緊急時対応を行う保安機関のみ）・・(添付書類３) 

※市販の地図１/５万、または１/２０万が望ましい。事業所の位置、一般消費者等の 

範囲及び事業所から範囲の端までの距離を明示して下さい。（原則２０km３０分以内） 



 2 

③ 損害賠償の支払能力を証する書面                   ・・・・・(添付書類４) 

1)（財）全国ＬＰガス保安共済事業団の付保証明による場合 

・認定更新日が該当する保険年度の保安業務区分に応じた受託認定保安機関賠償

責任保険付保証明書または引受証 

なお、付保証明書は、ＬＰ協会へ請求して頂ければ発行します。(発行手数料３００円) 

2)共済事業団の付保証明によらない場合 

・損害賠償責任保険証、普通保険約款及び保険領収書の写し 

④ 法人の申請者においては、役員及び構成員を説明した書面 ・・・・・添付書類５、別紙 

⑤ 保安業務以外の業務を行っている場合は、その業務の種類及び概要を記載した書面 

                                            ・・・・・添付書類６ 

⑥ 法人の申請者においては、定款、登記簿抄本             ・・・・・(添付書類７) 

⑦ 欠格事項に該当しないことを誓約した書面                ・・・・・添付書類８ 

５．その他の添付資料 

⑧ 保安業務資格者一覧表                            ・・・・・添付資料９ 

⑨ 追加認定、一般消費者等の数の増加認可、減少届等の経緯一覧   

※認定書、受理書等の写しを添付すること             ・・・・・添付資料 10 

⑩ 緊急時対応、連絡体制（緊急時対応、緊急時連絡を行う保安機関のみ）・・添付資料 11 

⑪ 各保安業務について自社対応と保安機関への委託との関係（販売事業者が保安機関

の場合）                                       ・・・・・添付資料 12 

⑫ 認定を受けた保安業務区分における、当該保安業務の実施状況   ・・・・添付資料 12 

⑬ 保安業務規定に定める保安教育、研修の実施頻度及び内容等   ・・・・・添付資料 12 

⑭ 前回認定時と今回更新時との変更点                  ・・・・・(添付資料 13) 

６． 申請手数料：１４,０００円＋（６,９００円×更新する保安業務区分数）[愛媛県収入証紙] 
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７． 認定更新手続きと各種法手続きの留意点： 

(ア) 保安業務区分ごとに異なっている認定更新日を統一する場合 

保安業務区分の追加認定を受けた場合の更新時期は、下記のとおりです。 

① 認定時に受けた保安業務区分は、認定取得時から５年です。 

② 追加認定を受けた保安業務区分は、追加認定取得時から５年です。 

ただし、法手続き管理の合理化・簡素化等から、認定日を統一（一番古い認定日）し、

更新された方が、以後の管理がしやすくなります。 

(イ) 保安業務区分を追加または削除する場合 

更新時に保安業務区分を追加または削除する場合は、別途手続きを行わなければな

りません。 

① 保安業務区分の追加：法第２９条に従い新たに保安機関として認定を受ける必

要があります。また、その際同時に、保安業務規程の変更認可も受けなければ

なりません。（ただし、これらの認可手続き等と更新手続きを同時に並行して行う

ことは可能です。） 

② 保安業務区分の削除：保安業務区分を削除する場合は、当該区分に係る一般

消費者等の数の減少届を提出する必要があります。（ただし、この減少届手続き

と更新手続きを同時に並行して行うことは可能です。） 

(ウ) 一般消費者等の数を増加または減少する場合 

更新時に、一般消費者等の数を増加または減少する場合は、別途手続きを行わなけ

ればなりません。 

この場合、一般消費者等の数の増加認可手続き・減少届、保安業務規程の変更認可

手続きが必要です。（ただし、これらの認可手続き等と更新手続きを同時に並行して行う

ことは可能です。） 

(エ) 保安業務員・保安機器の数を変更する場合 

更新時に、保安業務員・保安機器の数を変更する場合は、保安業務規程に関わるた
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め、別途同規程の変更認可手続きが必要です。（ただし、この変更認可手続きと更新手

続きを同時に並行して行うことは可能です。） 

(オ) 新規事業所等を追加する場合 

更新時に、新規事業所等を追加する場合は、一般消費者等の数の増加認可手続き、

保安業務規程の変更認可手続きが必要です。（ただし、これらの認可手続き等と更新手

続きを同時に並行して行うことは可能です。） 

(カ) 合併等を行った場合 

合併等が行った場合は、更新時に、認定日（更新日）をそろえて下さい。 

① 合併の場合：合併して新たな保安機関が生まれるが、今回の更新に伴い、更新

日は、合併前のいずれか古い認定日から５年目の日とします。 

② 譲渡の場合：譲渡を受けて残った保安機関が保安業務を引き継ぐが、今回の更

新に伴い、更新日は、譲渡前のいずれか古い認定日から５年目の日とします。 

③ 相続の場合：単なる権利を相続したため、更新日は、相続前の認定日から５年

目の日とします。 

 


